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　H 2 年度  　8.1% →













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































東京都 ＋約  83万人 ＋約  74万人
大阪府 ＋約  68万人 ＋約  14万人
愛知県 ＋約  52万人 ＋約  30万人
東京圏3県 ＋約186万人 ＋約114万人
出典： 国立社会保障・人口問題研究所、日本の都道
府県別将来推計人口、2007年５月
［公共サイド］
　○社会資本の遊休化、ストック有効活用の要請
　○社会資本の維持管理費の増大、維持管理の効率化の要請
［民間サイド］
　○空地の共同管理、まちづくりへの有効活用
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都市におけるコモンズ論①
■共有資源（common-pool resources）
　・川、湖、山林、森林、海洋資源、牧草地
　・local commons
　　→利用程度がある閾値を超えると利用に競合性が生じる
■コモンズの悲劇
　・牧草地に複数の酪農家が家畜を放牧
　・自己の利益の最大化を求める各酪農家が家畜を増加
　・牧草地の消失
　　→オープンアクセス（排除性のなさ）に起因
　　→牧草地の私有化（市場）、牧草地の公有化（政府）
■管理のルールの必要性
　慣行、権利の法的認知（入会権）を通じたルールの確保、承継
参考：民法（明治二十九年法律第八十九号） （抄）
第二編　物権
　第三章　所有権
　　第三節　共有（第二百四十九条－第二百六十四条）
　（共有の性質を有する入会権）
第 二百六十三条　共有の性質を有する入会権については、各地方の慣習に従うほか、こ
の節の規定を適用する。
　第六章　地役権（第二百八十条－第二百九十四条）
　（共有の性質を有しない入会権） 
第 二百九十四条　共有の性質を有しない入会権については、各地方の慣習に従うほか、
この章の規定を準用する。
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都市におけるコモンズ論②
都市におけるコモンズ論③
都市の資源の共有、共同管理への接近
パターン1：（都市計画における）政府と市場
パターン2：（一般的な）政府と市場
○都市形成の3次元化
　・市場：開発主体＝企業、政府事業の民営化の受け皿
　　　　　→市場におけるアトム的主体、個人（抽象的）
　・政府：規制、統制、ルール
　・地域社会、コミュニティ
　　→地域への利害関係を持つ当事者群
　　　それらの者による自主的な規範に基づく地域管理
　　　= self governance
○交換の場としての市場　　
　……市場の失敗
○中心性を持つ再分配の主体としての政府
　……政府の失敗
○互酬・互恵の場としての地域社会、コミュニティ
新開発と線引き 郊外の商業開発と出店規制
人口移動の終焉、大規模事業の収束、
地方分権、まちづくりのローカル化、
NPOなどの新しい担い手の登場、増大
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都市におけるコモンズ論④
都市政策の方向性
資源の属性
（1）流入する人口収容対策の終焉
　　→　都市のサイズのコントロール
（2）増大する高齢者（都市における圧倒的な量）
　　→　都市成長を支えてきた人口構造の復讐
（3）商業政策への偏り
　　→　政治との関わり
（4）立地論なき福祉政策、福祉の視点を欠いた都市政策
　　→　都市政策と福祉政策の融合
;都市コミュニティへの視点の重視
（ローカル）コモンズ
（共同管理）
公共財
私的財
競合性（rivalness）
高低
高
低
